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２０２０年版
中小企業白書・小規模企業白書より事例紹介
　先月号に引き続き、白書に掲載されている事例の中から、２つの企業
の取組みを紹介します。

事例①　有限会社髙木商店（栃木県小山市）
｢量産品依存からの脱却を目的とした多品種小ロット受注により技術力が向上し､

高付加価値化を実現した企業｣
　栃木県小山市の有限会社髙木商店（従業員18名、資本金300万円）はビーチボール・浮き輪などの
空気入りビニール製品を製造する企業である。1868年頃に精麦業を開始したが、1964年に麦市場の
縮小に伴い、精麦業から撤退し、当時需要が旺盛だった空気入りビニール製品の製造業に事業転換を
した。
　同社が主に手掛けていた量産品の空気入りビニール製品は1980年頃が国内生産の最盛期であった
が、業界全体として徐々に生産拠点が海外に移転し、安価な海外製品も国内に広く流通するようになっ
た。その結果、1983年には同社の受注金額は最盛期の約半分にまで減少した。
　そこで、同社では量産品への依存から脱却するために、1980年代後半から、多品種小ロットで従
来よりも複雑な製品の受注を増やしていった。特注品や一品物も請け負った。その中で、多様な形状
への溶着・印刷・再現技術を蓄積し、難易度の高い製品開発を実現していった。その一つが現在の主
力製品の、競技用ビーチボールである。同製品では激しい競技にも耐えられるように、従来品と比較
して壊れにくさと見た目の美しさを追求した。また、直径70センチのビーチボールに国名や地形図を
精緻に印刷した、ビッグボール地球儀の製造にも成功した。こうして、多様な要望にきめ細やかに対
応する中で、製品の種類や販売先数を増やしていった。
　以前は売上高の大半が数社の固定客によるものであったが、現在の販売先は数十社に増え、特定顧
客への依存度も低下した。また、低価格ではなく、品質や独自性を売りとすることで、新規案件では
適正な価格で受注ができるようになった。結果、売上高も1980年頃の国内生産最盛期と比べても1.2
倍にまで増加した。
　同社では、日々製造した製品を研究しながら、既存製品の高付加価値化を図るとともに、新たな製
品領域への進出を検討している。「今後は、少子高齢化に合わせて、医療や介護業界で取り扱う製品の
製造に進出していきたい。」と同社の髙木章雄社長は語る。
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事例②　株式会社アステム（宮城県蔵王町）
｢中２日の短納期サービスを安定的に実現する体制を構築し、

差別化に成功した企業｣

　宮城県蔵王町の株式会社アステム（従業員90名、資本金3,100万円）は、空調設備のダクトに付属

する吹き出し口、ダンパー、排煙口などの製造・販売を行う企業である。高い品質はもとより、受注

から中２日での短納期生産が最大の特徴として発注元の信頼を得ており、吹き出し口製品では国内第

３位、２割のシェアを有する。

　1990年代初頭のバブル経済崩壊後、空調設備業界における低価格競争のあおりを受けて、同社の

母体である設備工事会社の業績は悪化し、事実上倒産。取引先であった空調資材販売代理店からの出

資により、同社が設立され再出発を果たすも、競合他社との差別化や収益力の向上が課題であった。

そこで同社が目を付けたのが、業績低迷時にトライアルし、顧客からの大きな反響があった短納期サー

ビスである。空調設備の吹き出し口やダンパーは、案件に応じて大きさや形状が異なるほか、少量多

品種で生産管理が難しく、他の同業者では、受注から納品までに通常２週間程度を要していた。現代

表の野口敬志氏は、1997年に社長に就任すると、「中２日の短納期」を掲げて、社内に生産技術部門

を設置、翌年には短納期サービスを本格的に開始した。

　しかし、取組み開始当初は生産効率が上がらず、時期によっては100時間を超える従業員の長時間

労働により、どうにか短納期サービスを実現している状況であった。従業員にも不満が蓄積する中で、

野口社長は、従業員へのしわ寄せではなく、システムにより安定的に短納期サービスを実現できる生

産体制の構築に取り組んでいった。まず、生産ラインごとに状況を管理するために、１時間当たりの

生産目標や実績を記載する生産管理板や生産管理システムを導入。加えて、顧客からの生産状況や追

加発注の可否などの問合せに工場を通さずに回答できるよう、市販の会計ソフトを社内でカスタマイ

ズして導入し、工場の生産状況を事務所の社員が把握できるようにした。また、生産ライン効率化の

ために、本社の移転・集約や新たなプレス機の導入など積極的な設備投資を行うほか、従業員一人一

人の多能工化など人材教育にも注力した。

　こうした取組みにより、年間を通じて安定的に短納期サービスを実現できる生産体制を構築した

結果、1998年12月期に３億３千万円であった売上高は、10年後には７億６千万円、20年後には18

億１千万円と飛躍的な成長を遂げた。また、残業時間数も月当たり20～30時間に減少した。

　現在は、海外など新たな市場の開拓と併せて、更なる効率化・差別化に向け、IT機器導入により受

注量・生産ラインへの負荷などを把握する「工場の見える化」にも取り組んでいる。同社の野口社長

は「当社の生業は製造業であり、良い製品を作ることを大切にしているが、それ以上に大切にしてい

ることはお客様のお手伝いをさせていただく『サービス業』であるということ。製造業者としての『技

術』と、短納期生産という『サービス』を組み合わせて、他社にはまねできない付加価値を提供し、

お客様が喜ぶサービスを提供することが重要であると考えている。」と語る。
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